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１．次世代型双方向通信出力制御実証事業の概要 

概   要 

実施期間 

予算総額 

実  施  者 

プロジェクト 
リーダー 

平成２３年度～平成２５年度（３年間） 

１３．７億円 
（補助率1/2） 

東京大学、東京工業大学、早稲田大学、KDDI、NRIセキュアテクノロジーズ、沖
電気工業、オムロン、NTTドコモ、関電工、東光高岳、東芝、日立製作所、三洋電

機、シャープ、住友電気工業、日新電機、日本アイ・ビー・エム、日本電気、パナソ
ニックシステムネットワークス、富士電機、三菱電機、富士通、電力中央研究所、
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、沖縄電力 

横山 明彦 東京大学 教授 

太陽光発電の大量導入に備え、系統状況によって外部からの通信信号に応
じて出力をコントロールできる太陽光発電用PCS（Power Conditioning 
System: 直流交流変換装置）を開発するとともに、通信と組み合わせた実証
試験を実施する。 

年度（平成） 23 24 25 

予算（億円） 8.0 4.6 1.1 

実績（億円） 4.9 1.6 0.8 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 
～次世代送配電制御,次世代双方向通信,PV出力予測の実証体制～ 

次世代配電制御方式 
早大,富士電機,明電舎 

次世代配電制御機器開発 
東工大,日立,TMEIC,電中研 

需要制御技術･宅内機器制御 
東大,東芝,日立,三菱電機,ｼｬｰﾌﾟ,
ﾀﾞｲｷﾝ,NEC,ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰ
ｸｽ,三菱自動車,関電工,電中研 

通信標準化調査,ｾｷｭﾘﾃｨ検討 
電中研,NRIｾｷｭｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ 

需給制御技術･PV余剰対策評価 
東大,東芝,三菱電機,日立, 

伊藤忠商事,伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 

日射強度把握・予測技術 
日本気象協会,電中研, 
伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 

PV出力推定技術 
日立,三菱電機,   

ｿｰﾗｰﾌﾛﾝﾃｨｱ,電中研,
伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 

次世代送配電系統最適制御技術実証 
（28法人） 

太陽光発電出力予測技術開発実証 
（17法人） 

各
電
力
会
社 

次世代型双方向通信出力制御実証 
（33法人） 

各種双方向通信方式を 
用いた実証試験 

東大,日立,東芝, NEC, 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ, 
富士通,三菱電機,沖電気, 

KDDI,NTTドコモ, 
住友電工,日本IBM, 

NRIｾｷｭｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ, 
東光高岳,関電工,(青森県) 

双方向通信機能や電圧
調整機能付きPCS開発 
早大,東工大,ｼｬｰﾌﾟ,ｵﾑﾛ
ﾝ,東芝,三菱電機,三洋電
機,日新電機,富士電機, 

東光高岳,関電工 

全参加法人：41法人 

◆大学,研究機関等 
東大,東工大,早大,電中研, 
日本気象協会 

◆メーカー等 
日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ,伊藤忠商事, 
伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ,NEC, 
NRIｾｷｭｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ,NTTドコモ ,沖
電気,ｵﾑﾛﾝ,関電工, KDDI,三洋電機,
ｼｬｰﾌﾟ,住友電工,ｿｰﾗｰﾌﾛﾝﾃｨｱ,ﾀﾞｲｷﾝ,
東光高岳, TMEIC,東芝,日新電機,ﾊﾟ
ﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ, 日立,富士通,
富士電機,三菱自動車,三菱電機, 明
電舎,  
 

◆電力会社 
北海道,東北,東京,中部,関西,北陸, 
中国,四国,九州,沖縄 

日射分析 
東大 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 

※ 次世代送配電ネットワーク研究会報告書（平成２２年４月） 

系統安定化対策化シナリオと余剰電力対策量試算の考え方 

【対策コストと出力抑制量】 

16.2兆円 

3.67兆円 
7.3億kWh/年 

8.54兆円 
3.6億kWh/年 

1.36兆円 
15.6億kWh/年 

1.45兆円 
9.6億kWh/年 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 

※ 次世代送配電システム制度検討会WG1報告書（平成２３年４月） 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 
太陽光発電の導入量

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

系統安定化対策の実施内容（必要時期）

電圧上昇対策

周波数変動対策

余剰電力対策

単独運転・不要解列対策

電圧上昇対策

スマートメーター

次世代送配電ネットワーク構築に向けたロードマップ

技術開
発ロー
ドマップ

周波数変動対
策・余剰電力
対策

SVC/SVRの改
良

特異日等におけ
るＰＶ出力抑制

※２

系統側蓄電池に
よる需給制御※２

単独運転・不
要解列対策

新型ＰＣＳの開
発

柱上変圧器の増設

SVC/SVR設置

配電系統電圧制御の高度化

LFC容量の確保等（揚水の増設・可変速化、蓄電池の設置・制御）

特異日（GW・年末年始等）の出力抑制

系統側蓄電池設置による需給制御

新型PCSの開発・標準化・
生産体制確立 高度化（開発）

新型PCS

定置型蓄電池システムの開発
（大容量、経済性、安全性）

需要による対応（需要創出）

軽負荷期の週末の出力抑制いずれか、又は組合せ
の実現が必要

PV出力予測手法の開発

性能試験（充放電
耐久性等）製造仕様
確定

生産体制
確立

工事・各種
動作試験

PV出力把握手法の開発

方針決定

標準化
製品開発
生産体制確立

必要時期

PV出力データの蓄積・分析（実証事業）

需給制御技術・潮流制御技術の開発

蓄電池を含
めたｼｽﾃﾑ
の評価

実証システムの
構築・試験評価

中給等
システム設計

必要時期

運用開始

ＰＶ導入量１０００万
ＫＷとなるタイミング

ＰＶ導入量１３００万
ＫＷとなるタイミング

離島におけるマイクログリッド実証事業

基礎検討

基礎検討

（基礎技術） （全体統合）

SVC/SVRの小型化・低コスト化

電力系統シミュレータ整備事業

１０００万ｋＷ程度 １３００万ｋＷ程度

スマートメーター大規模導入実証事業 実証事業の検証等を踏まえた対応

２８００万ｋＷ程度

※ 次世代送配電ネットワーク研究会報告書（平成２２年４月） 
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 
実証の概要 

※ www8.cao.go.jp/cstp/budget/saisyu/sanko40.pdf より引用 
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３． 目標 

 
要素技術 

 
目標・指標 

 
妥当性・設定理由・根拠等 

①通信による出
力制御が可能な
太陽光PCS（住宅
用、事業用） 

・通信機能付き太陽光
発電用PCSの開発 

・通信信号に応じて出
力をコントロールできる
こと 

現状の太陽光発電用PCSにデータ通
信によって制御信号などの授受を行
う機能を付加することにより遠隔での
制御の実現可能性を確認するため。  

②通信による出
力制御が可能な
蓄電池用PCS  

・通信機能付き蓄電池
用PCSの開発 

・通信信号に応じて出
力をコントロールできる
こと 

現状の蓄電池用PCSに、データ通信
によって制御信号などの授受を行う
機能を付加することにより遠隔での制
御の実現可能性を確認するため。 

太陽光発電大量導入に備え、系統状況によって外部からの通信信号に応じて出
力をコントロールできる太陽光発電用PCSを開発するとともに、通信と組み合わせ
た検証試験を実施する。 
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３． 目標 
 

要素技術 

 

目標・指標 

 

妥当性・設定理由・根拠等 

③電圧調整機能
付きPCS  

・シミュレーション等の
検討による最適な制御
方式の選定、その機能
を具備したPCSの試作 

・安定的に動作するこ
と 

選定された制御方式を具備した電圧
調整機能付きPCSが安定的に機能し
ているか確認するため。 

④双方向通信機
器  

・PCSの出力制御を実
現する種々の双方向
通信機器の開発 

・安定的かつ確実に動
作すること 

電力会社が保有する通信網（光ファイ
バー、メタルケーブルなど）、通信事
業者による広域サービス（携帯電話、
WiMAXなど）を有効に活用しつつ、
ローカルに通信網を形成するための
無線LAN、特小無線（900MHz帯、
400MHz帯）や、電線そのものをインフ
ラとして活用する電力線搬送（PLC）
がPCS制御の要件を満たしていること
を確認するため。 
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３． 目標 
 

要素技術 
 

目標・指標 
 

妥当性・設定理由・根拠等 

⑤サイバーセキュ
リティ関連機器 

・通信ネットワークに内
在する脆弱性の検討・
セキュリティ技術の開
発 
・想定される攻撃から
ネットワークを保護でき
ること 

双方向通信によって、太陽光発電や
蓄電池を含む機器・システムを制御
する状況では、相応のセキュリティ確
保が必要であるため。 
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項目 仕様 開発 評価 担当法人 

①太陽光発電用PCS 
 （住宅用、事業用） 

インターフェース
共通仕様 

機器開発 フィールド試験 オムロン、東芝、三洋電
機、シャープ、三菱電機、
東光高岳、日新電機 

②蓄電池用PCS  基本仕様 機器開発 フィールド試験 関電工、東光高岳 

③電圧調整機能付きPCS 方式選定 
PCSの基本仕様 

機器開発 工場試験 東芝、富士電機 

④双方向通信機器 センターサーバ － 機器開発 フィールド試験 日立製作所 

通信アダプタ 日本電気 

汎用通信ソフト 日本アイ・ビー・エム 

公衆無線網 
（携帯電話、WiMAX） 

NTTドコモ、KDDI 

特定小電力無線 
（900MHz、400MHz） 

三菱電機、パナソニック
システムネットワークス、
東芝、沖電気工業、日立
製作所 

PLC 住友電気工業 

無線LAN パナソニックシステムネッ
トワークス、富士通 

⑤サイバーセキュリティ関連機器 対策方針 － フィールド試験 NRIセキュアテクノロジー
ズ 

３． 目標 
目標達成に向けた取り組み 
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４． 成果、目標の達成度 
 

要素技術 

 

目標・指標 

 

成  果 

 
達成度 

①通信による出
力制御が可能な
太陽光PCS（住宅
用、事業用） 

・通信機能付き太陽
光発電用PCSの開発 

・通信信号に応じて出
力をコントロールでき
ること 

 

通信による出力制御実証試験
を行う機能を検討し、通信装置
とのインターフェースの共通仕
様を取り纏め、それらを具備す
る機器開発を実施し、開発機
器の動作試験および通信装置
との接続試験を実施した。また、
実フィールドへ開発機器を設
置したうえで、双方向通信によ
るPCS出力制御試験を実施し、
通信信号に応じて出力をコント
ロールできることを確認するこ
とで、良好な結果を得ることが
できた。 

達成 
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４． 成果、目標の達成度 

アプリケーション層 － － 

プレゼンテーション層 ECHONET Lite ECHONET Lite 

セッション層 

トランスポート層  － UDP 

ネットワーク層 － IP 

データリンク層 調歩同期 Ethernet 

物 理 層 RS-485 － 

系
統
側 

PCS 
（住宅用） 

即時制御指令 

応 答 
通信アダプタ 

カレン
ダ制御 

○インターフェース共通仕様（プロトコル仕様） 

○各社のPCS 

三洋電機製PCS（家庭用） 三菱電機製PCS（家庭用） 日新電機製PCS（事業用） 

東光高岳製PCS（事業用） 
シャープ製太陽光発電システム液晶画面例 

運転履歴情報 発電量／出力抑制量 

◎太陽光発電用PCSの開発 
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４． 成果、目標の達成度 
○東光高岳フィールドシステム構成図 

(※)DCE(Data Circuit terminating Equipment)：データ回線終端装置 
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４． 成果、目標の達成度 

参加法人 開発機器 設置場所 試験結果 

① オムロン PCS（住宅用） 東光高岳フィールド 
青森フィールド 

良 

② 東芝 PCS（住宅用） 青森フィールド 良 

③ 三洋電機 PCS（住宅用） 東光高岳フィールド 
青森フィールド 

良 

④ シャープ PCS（住宅用） 東光高岳フィールド 良 

⑤ 三菱電機 PCS（住宅用） 東光高岳フィールド 良 

⑥ 東光高岳 PCS（事業用） 東光高岳フィールド 良 

⑦ 日新電機 PCS（事業用） 関電工フィールド 良 

○評価（太陽光発電用PCSの開発） 

・評価指標：PCSの開発および通信信号により出力制御が可能であること 

・結果：仕様に基づいたPCSの開発が完了し、通信アダプタとの試験により確実に出力制御が実現 
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４． 成果、目標の達成度 
 

要素技術 

 

目標・指標 

 

成  果 

 

達成度 

②通信による出
力制御が可能な
蓄電池用PCS 

 

 

・通信機能付き蓄電
池用PCSの開発 

・通信信号に応じて出
力をコントロールでき
ること 

充・放電電力制御方法や主回
路定格などの基本仕様ならび
に通信機能仕様の検討、それ
らを具備する機器開発、動作
試験および通信装置との接続
試験を実フィールドにて実施し、
通信信号に応じて出力をコント
ロールできることを確認するこ
とで、良好な結果を得ることが
できた。 

達成 
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４． 成果、目標の達成度 
◎蓄電池用PCSの開発 

 

○関電工 

蓄電池用PCS 

機能確認試験結果 

中央監視システム 

○基本仕様 
機 器 仕 様 構 成 

蓄電池用PCS 
 （余剰電力対策用） 

定格容量5kW  2台 

蓄電池 

定電力充放電試験 

・導入した設備に対して、中央監視システムからの制御確認試験を実施し、以下の通り良好
な試験結果を得ることができた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○東光高岳 

NAS電池用PCS 東光高岳フィールドシステム構成 

機器 仕様 構成 

蓄電池用PCS  
（周波数調整用） 

定格容量 200kW  50kW PCS4台並列運転 

○基本仕様 

・模擬蓄電池SCADAおよび蓄電池
サーバを使用して、AFC指令による
NAS電池の双方向通信出力制御が
可能であることを確認できた。 

充電運転時での出力制御例 
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４． 成果、目標の達成度 

参加法人 開発機器 設置場所 試験結果 

① 関電工 蓄電池用PCS 
 （余剰電力対策用） 

関電工フィールド 良 

② 東光高岳 蓄電池用PCS 
（周波数調整用） 

東光高岳フィールド 良 

○評価（蓄電池用PCSの開発） 

・評価指標：PCSの開発および通信信号により出力制御が可能であること 

・結果：仕様に基づいたPCSの開発が完了し、通信試験により確実に出力制御が実現 
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４． 成果、目標の達成度 
 

要素技術 

 

目標・指標 

 

成  果 

 

達成度 

③電圧調整機
能付きPCS 

 

・シミュレーション
等の検討で選定さ
れた最適な制御方
式を具備したPCS
の開発 

・安定的に動作す
ること 

各種シミュレーションを実施した上で、
電圧上昇抑制効果やSVR（Step 
Voltage Regulator: 電圧調整器）タッ
プ動作への影響、SVC（Static Var 
Compensator: 静止型無効電力補償
装置）制御機能への影響、制御の安
定性などを評価項目として、定力率
制御方式、電圧依存型定力率制御
方式を実証器に具備する制御方式と
して選定するとともに、基本制御仕様
を検討・確定した。さらに定力率制御
方式を組み込んだ3kW級PCSおよび
電圧依存型定力率制御方式を組み
込んだ50kW級PCSを実フィールドへ
設置し、仕様どおりの動作特性を確
認することで、良好な試験結果を得
ることができた。 

達成 
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４． 成果、目標の達成度 
◎電圧調整機能付きPCSの開発 

○基本仕様 

連系点電圧に比例して進み無効電力を
出力する。

連系点電圧が上限値を逸脱した場合には、
上限値に低下するまで進み無効電力を増加
出力させる

Pf=98%相当 Pf=98%相当 Pf=98%相当

1.0pu0.5pu

Pに比例 P=1.0pu

P=0.8puP=0.5puVH

VL

連系点
電圧Ｖ

無効電力
出力Ｑ

連系点
電圧Ｖ

無効電力
出力Ｑ

VH

連系点
電圧Ｖ

VH

無効電力
出力Ｑ

連系点電圧に関わらずＰＶ出力に比例して
進み無効電力を出力する

VH

VL

連系点
電圧Ｖ

Pf=98%相当

無効電力
出力Ｑ

ＰＶ出力に比例し、かつ連系点電圧に比例
して進み無効電力を出力する

Ｋ
＋

Ｋ＝
１

cos θ2
－１

cosθ＝ 設定力率＞0.85

Ｋ＝
１

cos θ2
－１

cosθ＝ 設定力率＞0.85

ＶＬ

Ｖ
－

1.0

0

力率85%相当Ｑmax

Ｑ
＋

－

＋

－

ＶHーＶL ＶH-α

１
Ｓ

1.0

0

力率85%相当

Ｑ

Ｑmax

Ｖ Ｋ

0

Ｋ＝

Ｑmax

00

ＰＶ出力 Ｑ

１

ＫＰＶ出力 Ｑ
ＶーＶL

ＶHーＶL

0

Ｑmax

逸失発電電力
（出力抑制量）

電圧上昇抑制効果

タップ動作回数低減

配電線損失

LRTタップへの影響

実証器に採用

電圧比例制御方式 電圧一定制御方式 定力率制御方式 電圧依存型定力率制御方式

動作特性・原理

ＶH

△ ◎

◎ △

△

◎

◎

◎

◎

○ ○

○

△

◎

◎

△

◎△

△

◎

○

△
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４． 成果、目標の達成度 
○東芝 ○富士電機 

PCS PCS 

○評価（電圧調整機能付きPCSの開発） 

・評価指標：最適な制御方式の選定、PCSの開発および安定的な動作 

・結果：最適な制御方式が選定完了、その方式を盛り込んだPCSを開発し、試験により安定的に動
作 

参加法人 開発機器 設置場所 試験結果 

① 東芝 定力率制御方式PCS 東光高岳フィールド 良 

② 富士電機 電圧依存型定力率制御
方式PCS 

東光高岳フィールド 良 
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４． 成果、目標の達成度 
 

要素技術 

 

目標・指標 

 

成  果 

 

達成度 

④双方向通信
機器 

・PCSの出力制御
を実現する種々の
双方向通信機器
の開発 

・安定的かつ確実
に動作すること 

センターサーバ～PCS間の構成、通
信手順、電文形式等を議論のうえ取
り纏め、PCSの制御を目的とした各
種双方向通信において必要となる機
器を開発した。また、開発した機器を
実証フィールドおよび各社敷地内等
に設置したうえで、携帯電話、WiMAX、
インターネットによる公衆通信網、特
定小電力無線、無線LAN、PLCの各
種通信試験を実施し、いずれの試験
においても、PCSの出力制御を実現
する種々の双方向通信機器が、安
定的かつ確実に動作することを確認
し、良好な結果を得ることができた。 

達成 
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４． 成果、目標の達成度 

○特定小電力無線・無線LAN 
  ・900MHz帯の特小無線を実建物設備で評価（三菱電機） 

1a1b

c

1d

1e

TX1ab

1

1d

e

1f

9100 mm

300 mm

600 mm

1000 mm

600 mm

450 mm

300 mm
1000 mm

1800 mm

800 mm

300 mm

300 mm

300 mm

300 mm

8190 mm

100 mm

2f
2e

TX12c

2b

2d

e

9100 mm

300 mm

300 mm
300 mm

300 mm

600 mm

300 mm

300 mm

800 mm

600 mm

300 mm

600 mm

8190 mm

100 mm

300 mm

300 mm

2a

送信地点：TX1

-100

-90

-80

-70

-60

-50

-40

-30

1a 1b 1c 1d 1e 1f 2a 2b 2c 2d 2e 2f

R
S
S
I[
dB

m
]

0
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100

P
E
R
[%

]

RSSI(TX_ANT=1)

RSSI(TX_ANT=2)

PER(TX_ANT=1)

PER(TX_ANT=2)

戸建て住宅の測定例 

戸建て住宅の測定結果 

◎双方向通信機器の開発 

・１箇所RSSIが低い箇所があるが、通信性能を確
保できる-50dBmから-70dBmの範囲におおむねお
さまっている。また、エンジ線と緑線はPERを示して
いるが、RSSIの低い箇所も含めてPERが0となり、
良好な結果が得られている。 
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４． 成果、目標の達成度 
○特定小電力無線・無線LAN  

 ・920MHz帯無線機および無線LAN伝送装置を実建物設備で評価  
                                   （パナソニックシステムネットワークス） 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑧

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑧

北変電室

貯水タンク

A

小屋

B

CDE

F

G H

23m
4m 8.9m

TX_A(H=1.2m)

TX_B(H=2m)

3.
3m

13
.9

m

32
m

非常
電源
設備

宅内伝搬環境 屋外伝搬環境 

・PER (Packet Error Rate - パケット誤り率)：伝送品質試験の一
つ。送信パケットと受信パケットを比較し通信の品質を測定 

最下段 557.7最下段 4,112.5

最下段 43.6最下段 3,698.1

最上段 45.2最上段 652.0
マルチキャスト

最上段 28.5最上段 932.5
ユニキャスト

マルチホップ

（7段）

445.7550.2マルチキャスト

21.5518.7ユニキャスト
１：N

無線ＬＡＮ特小９２０MHｚ試験内容試験構成

最下段 557.7最下段 4,112.5

最下段 43.6最下段 3,698.1

最上段 45.2最上段 652.0
マルチキャスト

最上段 28.5最上段 932.5
ユニキャスト

マルチホップ

（7段）

445.7550.2マルチキャスト

21.5518.7ユニキャスト
１：N

無線ＬＡＮ特小９２０MHｚ試験内容試験構成

（単位：ms） 

応答時間測定 

・以上の試験結果より、一部の環境においては中継器の追加やホップ数の削減等を考慮す
る必要があるものの、いずれの通信方式も実環境において十分使用できることが確認できた。 

試験箇所 特小920MHz 無線LAN 

宅内 0～0.1% 
1Mbps：0% 

11Mbps：0～0.82% 

屋外 0～3% 
1Mbps：0～95% 

11Mbps：0～100% 

宅内・屋外伝搬評価 

（単位：PER[%]） 

【宅内・屋外伝搬評価】 

特小920MHzに関しては、PERが小さく良好な試験結
果が得られた。無線LANに関しては、屋外での見通し
外通信の場合は中継器の追加などが必要となる。 

【応答時間測定】 

無線LANにおいては伝送速度が早く十分な伝送性能
を有している結果が得られた。特小920MHzに関して
は、応答時間の増加が大きいためホップ数を削減す
ることが重要となる。 
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４． 成果、目標の達成度 
○特定小電力無線・無線LAN 
 ・2.4GHz無線LANを実建物設備で評価（富士通） 

通信性能測定環境 

No. 制御電文 送信頻度 応答率平均

値 
1 80（動作状態） 30 分/回 99.55% 
2 88（異常発生状態） 99.70% 
3 D0（系統連系状態） 99.73% 
4 F7（PCS 異常コード） 99.70% 
5 F8（通信アダプタ異常コード） 99.70% 
6 F4（翌日出力制御情報設定） 24 時間/

回 
99.02% 

7 F6（当日積算発電電力量計測値） 99.39% 
8 F1（出力制御カレンダー（翌年）設

定） 
1 カ月/回 100.00% 

 

PCS制御情報毎の応答率 

・応答率平均値は、30分に1回送信されるPCS制御情報は99.5%以上、1日に1回送信される
PCS制御情報は99%台、月に1回送信されるPCS制御情報は100%となった。また、制御情報
の回帰分析による結果から、2.4GHz無線LANマルチホップネットワークは気温、降水量、湿
度の影響を殆ど受けずに遠隔でのPCS制御を行えることが確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○青森フィールド（青森県六ヶ所村）における機器設置箇所 

第二レイクタウン団地

集会所
（サーバルーム）

日本原燃
社宅

尾駮団地

安在所
六ヶ所村役場
第二分庁舎

日本原燃
寮

戸建住宅

ＴＷＡＣＳ親機 
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４． 成果、目標の達成度 
○実証シナリオ（青森フィールド） 
＜出力制御方式＞ 

シナリオ１：カレンダ制御方式 

必要に応じて当年と翌年の出力制御カレンダ（年間の特異日（30日程度）の出力制御情報）を設定 

シナリオ２：翌日（当日）制御方式 

毎日、翌日の出力制御の要否を判定し、必要であれば翌日の出力制御情報を設定 

 
試験区分 

H24 H25 
12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

シナリオ１ 
シナリオ２ 
個別試験 

（左図）実証スケジュール 

（下図）ユースケース 

ユースケース UCNo 実証試験項目 ｼﾅﾘｵ1 ｼﾅﾘｵ2 

出力制御カレンダによるＰＣＳ出力制御 1 出力制御カレンダ情報の出力制御試験 ● － 

出力制御カレンダバージョン設定値取得 2 出力制御カレンダバージョン設定値の取得試験 ● － 

翌日（当日）出力制御情報によるＰＣＳ出力制御 3-1 翌日出力制御情報の出力試験 － ● 

3-2 当日出力解除情報の出力試験 － ● 

3-3 当日出力制御情報の出力試験 － ● 

翌日（当日）出力制御情報設定値取得 4-1 翌日出力制御情報設定値の取得試験 － ● 

4-2 当日出力制御情報設定値の取得試験 ● ● 

ＰＣＳ登録管理 5 ＰＣＳ登録管理試験 － － 

ＰＣＳ出力状況監視 6-1 ＰＣＳ出力状況（当日最大値)情報の取得試験 ● ● 

6-2 ＰＣＳ出力状況情報の取得試験 ● ● 

ＰＣＳ稼動状態監視 7-1 ＰＣＳ稼動状態の取得試験 ● ● 

7-2 ＰＣＳエラーコードの取得試験 ● ● 

7-3 ＰＣＳ現在日時の取得試験 ● ● 

ＰＣＳ時刻同期 8 ＰＣＳ時刻同期試験 ● ● 



＜シナリオ１＞カレンダー制御方式（通常時） 
あらかじめ送信したカレンダーの制御情報に基づき出力制御 

前日 当日 翌日 

18:00 20:00 22:00 0:00 2:00 4:00 6:00 8:00 10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00 22:00 0:00 2:00 

カ
レ
ン
ダ
ー
バ
ー

ジ
ョ
ン
確
認 

PC
S

稼
働
状
態 

100% 

30% 

抑制率 
PC

S

出
力
状
況 

PC
S

出
力
状
況 

カ
レ
ン
ダ
ー
バ
ー

ジ
ョ
ン
確
認 

前日の出力制御が
100%の場合 

翌日3:00まで
30%が継続 

制
御 

状
態
確
認 

再
制
御 

カレンダーが30%の場
合、3:00に出力制御情

報が有効となる 

発電電力量 

時間 

当
日
出
力
制
御
情

報
確
認 

４． 成果、目標の達成度 
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＜シナリオ２＞翌日出力制御方式 
前日に設定した制御情報に基づき出力制御 

前日 当日 翌日 

18:00 20:00 22:00 0:00 2:00 4:00 6:00 8:00 10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00 22:00 0:00 2:00 

翌
日
出
力

制
御
情
報 

翌
日
出
力
制

御
情
報
確
認 

翌
日
出
力

制
御
情
報 

当
日
出
力
制

御
情
報
確
認 

当
日
出
力

解
除
情
報 

翌
日
出
力

制
御
情
報 

翌
日
出
力
制

御
情
報
確
認 

翌
日
出
力

制
御
情
報 

PC
S

稼
働

状
態 

当
日
出
力

制
御
情
報 

PC
S

出

力
状
況 

100% 

30% 
時間 

抑制率 

3:00に出力制御情
報が有効となる 

出力解除情報が送信失敗
した場合は翌日3:00まで

30%となる 

翌日出力制御情報の送信が２
回失敗した場合、6:00に出力

制御情報を再送する 

PC
S

出

力
状
況 

NG 

OK OK 

NG 

OK 

NG 

制
御 

状
態
確
認 

再
制
御 

発電電力量 

４． 成果、目標の達成度 
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４． 成果、目標の達成度 
○試験用無線端末センターサーバーの開発（日立製作所） 

応答速度比較 

センターサーバー（制御信号を伝送する装置） 

・通信試験により、メディアによらずほぼ100%
の到達を確認することができ、センターサーバ
が各機器と安定的かつ確実に通信できている
ことが確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○通信アダプタの開発（日本電気） 

通信アダプタにおけるプロトコルスタックとシステム構成  

通信 
アダプタ 

センター 
サーバ 

通信 
サーバ 

PCS DCE 

ECHONET Liteをベースとした通信フレーム構成 

通信アダプタ装置の設置事例 

各メディアの往復時間 

・本装置を活用することで、抑制制御日
におけるPCSへの制御成功率は100%
を実現した。双方向通信におけるPV抑
制制御において、通信アダプタ装置を
経由しての制御は、どのメディアを活用
した場合においても問題は発生しない
レベルであることが結果より確認でき
た。 
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４． 成果、目標の達成度 

 ・ 900MHz帯の特小無線を青森で評価（東芝） 
○特定小電力無線・無線LAN 

システム構成図 

応答が返ってきた数 37459 

応答が返ってこなかった数 7 

応答成功率平均値 99.98% 

 応答成功率 

・月ごとの応答成功率については99.80%から
100%の間の高い確率で推移しており、安定
した通信ができていることが確認できた。 



35 

４． 成果、目標の達成度 
○特定小電力無線・無線LAN 

システム構成 

 ・ 900MHz帯の特小無線を青森で評価（沖電気工業） 

通信試験結果 

・試験結果より、開発機器が安定的かつ確実
に通信できていることが確認できた。 

無線機 

  戸建住宅 原燃社宅 尾駮団地 
第 2レイク

タウン団地 
全体 

24年 12月 99.3% 93.9% 99.6% 96.9% 96.2% 

25年 1 月 98.3% 96.2% 99.2% 96.4% 97.0% 

25年 2 月 98.5% 96.4% 99.2% 97.5% 97.4% 

25年 3 月 100.0% 98.8% 100.0% 99.7% 99.4% 

25年 4 月 100.0% 99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 

25年 5 月 99.7% 100.0% 100.0% 99.3% 99.8% 

25年 6 月 99.2% 99.4% 99.7% 96.1% 98.5% 

25年 7 月 99.4% 100.0% 99.8% 99.0% 99.7% 

25年 8 月 100.0% 100.0% 99.7% 99.5% 99.8% 

25年 9 月 98.5% 99.6% 99.8% 97.4% 99.0% 

25年 10月 100.0% 100.0% 99.8% 99.7% 99.9% 

25年 11月 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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４． 成果、目標の達成度 
○電力線搬送（PLC） 

・TWACS、Ｇ３について青森で評価（住友電気工業） 
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４． 成果、目標の達成度 
○電力線搬送（PLC） 

TWACS方式PLC親装置 

G3方式PLC親装置 

PLC子装置 

PLC方
式 

月 
PCS制御 
シナリオ 

PLC区間の 
通信成功率

[%] 

TWACS
方式 

12 シナリオ１ 100.0 

1 シナリオ２ 99.98 

3 シナリオ１ 99.85 

4 シナリオ２ 100.0 

6 シナリオ１ 99.95 

7 シナリオ２ 100.0 

9 シナリオ１ 99.38 

10 シナリオ２ 99.91 

年間平均 99.88 

G3方式 12 シナリオ１ 100.0 

1 シナリオ２ 99.98 

3 シナリオ１ 99.87 

4 シナリオ２ 99.92 

6 シナリオ１ 99.87 

7 シナリオ２ 99.95 

9 シナリオ１ 99.95 

10 シナリオ２ 99.70 

年間平均 99.91 

・TWACS方式、G3方式共に年間平均99.8％以上
の高い値を示しており、PLCが通信媒体として非
常に安定していることが確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○インターネットで動作する汎用通信ソフトの開発（日本アイ・ビー・エム） 

システム構成 

・青森フィールドに、WiMAXとFOMAによるインターネット環境を構築し、信頼性・性能・障害回
復などの観点での出力制御試験を実施 

 

平均往復時間（秒） 

（要求～応答のパターン） 
往復件数（件） 

通信アダプタ#1 通信アダプタ#2 通信アダプタ#1 通信アダプタ#2 

2013年 5 月 16.472  1.780  55  56  

2013年 6 月 13.895  1.920  77  77  

2013年 7 月 1.580  1.923  49  49  

2013年 8 月 2.026  2.124  92  92  

2013年 9 月 1.781  2.167  124  124  

2013年 10月 1.364  1.835  170  170  

2013年 11月 1.643  2.041  85  85  

 
平均往復時間と往復件数 

・往復率100%、応答時間は1.60と2.01
秒であり、インターネット環境で、日米
2往復するネットワーク構成による遅
延(1.2秒)を鑑みると、実用面で十分
に高い応答性能を達成していること
が確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○公衆無線網（KDDI）（青森） 

システム構成図  

センターサーバ ルータ

センター（集会所）

閉域網 DCE／端末 通信アダプタ

DCE／端末 通信アダプタ PCS PV

通信サーバ

需要家

スマートPCS

センターサーバ ルータ

センター（集会所）

閉域網 DCE／端末 通信アダプタ

DCE／端末 通信アダプタ PCS PV

通信サーバ

需要家

スマートPCS

項目

01050706 01050707 01050708 01050709 0105070A

制御データ送信数（回） 2165 2025 2048 2029 1883

応答成功数（回） 2136 2021 1855 2029 1869

成功率（％） 98.6 99.8 90.5 100 99.2

端末ID

DCE／端末の制御データ取得結果 

・試験結果より、再送機能等を盛り
込むことで、実環境において十分
に使用できることが確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○公衆無線網（NTTドコモ）（青森） 

システム構成 

FOMAの通信試験回線数

８回線合 計
１回線茨城ﾌｨｰﾙﾄﾞ

１回線栃木ﾌｨｰﾙﾄﾞ
６回線六ヶ所村ﾌｨｰﾙﾄﾞ

第二ﾚｲｸ
ﾀｳﾝ団地
（１戸）

ＮＴＴドコモネットワーク
ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞﾙｰﾑ

（集会所）

（NTT東日本
の光回線）

村役場
（１箇所）

交換機

ルータ ルータ

DSUONU

ＮＴＴドコモ収用局
通信
サーバ

六ヶ所村フィールド

日本原燃㈱社宅
（３戸）

通信
装置

ｱｸｾｽ回線
広域
ｲｰｻﾈｯﾄ

「ビジネスmoperaアクセスプレミアム＊」により
高品質で高セキュリティな閉域ネットワークを構築
［回線速度：1Mbps］ （＊NTTドコモの商用サービス）

FOMAﾓｼﾞｭｰﾙ

電柱
（１箇所）

通信
装置
（ｺﾝｾﾝﾄ
ﾚｰﾀ）

センター
サーバ

㈱高岳製作所

栃木フィールド

㈱関電工

茨城フィールド

（mopera： mobile operation radio assistant）

FOMAの通信試験回線数

８回線合 計
１回線茨城ﾌｨｰﾙﾄﾞ

１回線栃木ﾌｨｰﾙﾄﾞ
６回線六ヶ所村ﾌｨｰﾙﾄﾞ

第二ﾚｲｸ
ﾀｳﾝ団地
（１戸）

ＮＴＴドコモネットワーク
ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞﾙｰﾑ

（集会所）

（NTT東日本
の光回線）

村役場
（１箇所）

交換機

ルータ ルータ

DSUONU

ＮＴＴドコモ収用局
通信
サーバ

六ヶ所村フィールド

日本原燃㈱社宅
（３戸）

通信
装置

ｱｸｾｽ回線
広域
ｲｰｻﾈｯﾄ

「ビジネスmoperaアクセスプレミアム＊」により
高品質で高セキュリティな閉域ネットワークを構築
［回線速度：1Mbps］ （＊NTTドコモの商用サービス）

FOMAﾓｼﾞｭｰﾙ

電柱
（１箇所）

通信
装置
（ｺﾝｾﾝﾄ
ﾚｰﾀ）

センター
サーバ

㈱高岳製作所

栃木フィールド

㈱関電工

茨城フィールド

（mopera： mobile operation radio assistant）

建物

第二ﾚｲｸﾀｳﾝ
団地
日本原燃(株)
西社宅C棟

日本原燃(株)
西社宅2号棟

日本原燃(株)
西社宅10号棟

村役場第二
分庁舎

FOMA端末
設置場所

トイレ内
上部棚

玄関付近

ﾘﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾑ
窓側の床

台所の床上

２階廊下に
設置した棚

RSCP＃値（dBm）

-103
（窓付近：-99）

-93
（窓付近：-89）

-99～-96

-82～-80

干渉電力比
（dB）

判定

-10
（窓付近：-8）

弱電界
（窓付近：強電界）

-9
（窓付近：-8）

-10～-8

-7～-6

強電界～弱電界

強電界

強電界～弱電界

弱電界
（窓付近：強電界）

-94～-89 -11～-10

建物

第二ﾚｲｸﾀｳﾝ
団地
日本原燃(株)
西社宅C棟

日本原燃(株)
西社宅2号棟

日本原燃(株)
西社宅10号棟

村役場第二
分庁舎

FOMA端末
設置場所

トイレ内
上部棚

玄関付近

ﾘﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾑ
窓側の床

台所の床上

２階廊下に
設置した棚

RSCP＃値（dBm）

-103
（窓付近：-99）

-93
（窓付近：-89）

-99～-96

-82～-80

干渉電力比
（dB）

判定

-10
（窓付近：-8）

弱電界
（窓付近：強電界）

-9
（窓付近：-8）

-10～-8

-7～-6

強電界～弱電界

強電界

強電界～弱電界

弱電界
（窓付近：強電界）

-94～-89 -11～-10

＊IP着信からﾊﾟｹｯﾄ通信開始
まで時間がかかる場合あり。

判 定 内 容

強電界 ﾊﾟｹｯﾄ通信可能

弱電界 ﾊﾟｹｯﾄ通信可能＊

圏 外 ﾊﾟｹｯﾄ通信不可

＊IP着信からﾊﾟｹｯﾄ通信開始
まで時間がかかる場合あり。

判 定 内 容

強電界 ﾊﾟｹｯﾄ通信可能

弱電界 ﾊﾟｹｯﾄ通信可能＊

圏 外 ﾊﾟｹｯﾄ通信不可

電波調査結果 

RSCP: Received Signal Code Power 

（受信信号コードパワー） 

・どの設置場所も「弱電界」以上を示し、通信
品質は概ね問題ないと判断できる。また、通
信状況の分析によりFOMAが双方向通信とし
て安定して機能しており、実環境において十
分に使用できることが確認できた。 
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４． 成果、目標の達成度 
○ＰＣＳ出力制御システム 
 ・太陽光発電用PCSの出力制御を目的とした通信試験設備および制御システムを構築（関電工）  

出力制御試験 

○カレンダ機能による出力抑制制御試験 
 ・通信サーバシミュレータより出力抑制カレンダ
を送信し、BEMSを経由して出力抑制制御を行う。 
 ・出力抑制スケジュールは共通試験（シナリオ2）
に準ずる。 
  毎日18:00：翌日の出力抑制指令を送信(30%) 
  翌14:00：出力抑制を解除(100%) 

システム構成 

・余剰電力対策における蓄電池を用いた出力
抑制回避制御試験を実施し、良好な結果を得
ることができた。 
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４． 成果、目標の達成度 

法人 開発機器 設置場所 試験結果 

① 三菱電機 900MHz帯特小無線 自社フィールド 良 

② パナソニック 
システムネットワークス 

900MHz帯特小無線 
2.4GHz帯無線LAN 

自社フィールド 良 

③ 富士通 2.4GHz帯無線LAN 自社フィールド 良 

④ 日立製作所 試験用無線端末 
センターサーバ 

青森フィールド 良 

⑤ 東芝 900MHz帯特小無線 青森フィールド 良 

⑥ 沖電気工業 900MHz帯特小無線 青森フィールド 良 

⑦ 住友電気工業 電力線通信（PLC） 青森フィールド 
東光高岳フィールド 

良 

⑧ 日本電気 通信アダプタ 青森フィールド 
関電工フィールド 
東光高岳フィールド 

良 

⑨ 日本アイー・ビー・エム 汎用通信ソフトウェア 青森フィールド 良 

⑩ ＫＤＤＩ 広域サービス網を利用した 
通信ネットワーク（公衆無線網） 

青森フィールド 
関電工フィールド 
東光高岳フィールド 

良 

⑪ ＮＴＴドコモ 広域サービス網を利用した 
通信ネットワーク（公衆無線網） 

青森フィールド 
関電工フィールド 
東光高岳フィールド 

良 

⑫ 関電工 PCS出力制御システム 関電工フィールド 良 

○評価（双方向通信機器の開発） 
・評価指標：通信機器の開発、開発機器の安定的かつ確実な動作 

・結果：通信機器の開発が完了し、パケットエラー率（PER）や通信成功率の評価により良好な結果を取得 
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４． 成果、目標の達成度 
 

要素技術 
 

目標・指標 
 

成  果 
 

達成度 

⑤サイバーセキュ
リティ関連機器 

・通信ネットワークに
内在する脆弱性の検
討・セキュリティ技術
の開発 
・想定される攻撃から
ネットワークを保護で
きること 

スマートグリッドシステムのセ
キュリティに関わる文献調査な
どにより、セキュリティリスクに
対する対策方針について検討
を行った。また、開発した侵入
検知システムを青森フィールド
に導入し、作成した対策方針
を参考に、複数の検知方法に
ついてそれぞれ検知結果の評
価を行い、想定される攻撃から
ネットワークを保護できることを
確認し、良好な試験結果を得
ることができた。 

達成 
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４． 成果、目標の達成度 
◎サイバーセキュリティ関連機器の開発 
○対策方針（一部抜粋） 
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４． 成果、目標の達成度 

○評価（サイバーセキュリティ関連機器の開発） 

参加法人 開発機器 設置場所 達成度 
① ＮＲＩセキュア 

テクノロジーズ 
セキュリティリスク評価・診断 
攻撃検知／防御システム 

青森フィールド 達成 

・評価指標：脆弱性の洗い出し、およびセキュリティ技術の開発。想定される攻撃から保護できること。 

・結果：セキュリティ対策方針の検討および青森フィールドでの検知結果の評価によりネットワークを保護できる
ことを確認。 

 

センター 需要家(ID-1～ID-N) 

ＤＣＥ PCS PV 通信 
アダプタ 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

ＤＣＥ PCS PV 通信 
アダプタ 

ＤＣＥ PV 
通信サーバ 

C型 

ＤＣＥ PCS PV 通信 
アダプタ 

需要家(ID-1～ID-N) 

BEMS 

需要家(ID-1～ID-N) 

需要家(ID-1～ID-N) 

通信サーバ 

B型 

通信サーバ 

A型 

センター 

サーバ 

通信 

ネットワーク 

A型 

通信 

ネットワーク 

B型 

通信 

ネットワーク 

C型 

#1～#N 

#1～#N 

#1～#N 
スマートPCS 

(被制御装置) 

高機能PCS 

(通信アダプタ 

 ＋PCS) 

スマートPCS 

(被制御装置) 

スマートPCS 

(被制御装置) 

スマートPCS 

(被制御装置) 

IDS 

診 断

マシン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・リスク評価実施対象 
システムの系全体について
机上リスク評価を実施 

・脆弱性評価手法の開発 
各種組込機器の脆弱性評価手法
を開発。 

・侵入検知の実施 
センター側機器への攻
撃を検知するべく、侵入
検知システムを導入 

フィールド実証概要図 
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４． 成果、目標の達成度 

要素技術 論文数 論文の 
被引用度数 

特許等件数 
（出願を含む） 

国際標準 
への寄与 

①通信による出力制御が可能な太
陽光PCS（住宅用、事業用） 

0 0 0 0 

②通信による出力制御が可能な蓄
電池用PCS 

0 0 0 0 

③電圧調整機能付きPCS 0 0 0 0 

④双方向通信機器 4 0 0 0 

⑤サイバーセキュリティ関連機器 0 0 0 0 

全般 5 0 0 0 

計 9 0 0 0 

○論文、投稿、発表、特許リスト  
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５． 事業化、波及効果 
 

  

 
 

○事業化の見通し 
 太陽光の発電出力を制御できる通信機能付き太陽光発電用PCS、通信機能付き蓄電池用PCS、
PCSの出力制御を実現する種々の双方向通信機器、および各PCSの通信機能としての各通信メ
ディアについては、事業化に対し十分な技術的成果が得られた。 
 今後の事業化に向けては、ネットワークにて採用すべき通信方式の決定、出力制御システムの標
準化等の整備を進めていく必要があり、今年度から開始となる「次世代双方向通信出力制御緊急実
証事業」の検討において、本事業の成果・知見を反映することで、通信方式の決定や出力制御シス
テムの標準化に寄与していくこととしている。 
 
 

○波及効果 
 成果の高度化等に関する波及効果の事例として、以下の分野への応用が考えられる。 
 ・太陽光発電用PCSの風力等他の分散電源用PCSへの応用 
 ・系統用蓄電池用PCSの家庭用蓄電池用PCSへの応用 
 ・電圧調整機能付きPCSの制御方式の検討ノウハウの配電制御高度化への応用 
 ・PCS制御用双方向通信方式の他のセンサーネットワーク（スマートメータ、デマンドレスポンスな 
  ど）への応用 
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６． 研究開発マネジメント・体制等 
本研究開発は、公募による選定審査手続きを経て、国立大学法人東京大学他３３法人が経済産

業省からの委託を受けて実施した。研究開発の実施に当たっては、プロジェクトリーダ（東京大学 
横山教授）、プロジェクトサブリーダ（東京工業大学 赤木教授）、事務局（東京電力、電力中央研究
所）を設置するとともに、効率的な本研究開発の遂行のため、実施事項毎にＳＷＧを組織し推進し
た。全体の進捗確認、各ＳＷＧへのフィードバック、ＳＷＧ間の連携などの全体運営は、全体会議、
ステアリング会議、幹事会を設置し、随時開催して推進した。 

 
 

課題 A-1 PCS 諸検討・開発 

 リーダ ：東工大・赤木教授 

課題 A-2 通信諸検討・試験 

 リーダ ：東 大・相田教授 

課題 A-3 青森フィールド 

 リーダ ：東 大・横山教授 

課題 B  蓄電池等の通信制御 

 

 リーダ ：東工大・赤木教授 

課題 C  電圧調整機能付 PCS の開発・実証 

        

 リーダ ：早 大・林教授 

プロジェクト 

リーダ 

東大 横山教授 

プロジェクト 

サブリーダ 

東工大 赤木教授 

電 力 

電中研 東 電 

（技術） （事務） 

事務局 

ニーズ 

会議体構成 

 ステアリング会議 

（大学、東電、電中研） 

幹事会 

（東電、電中研、各幹事） 

全体会議（全員） 

サブ WG 

（サブ WG 全員） 

課題 A 

通信による出力制御機能を有する住宅用・事業用の

太陽光発電 PCS の開発、出力制御 
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６． 研究開発マネジメント・体制等 

A-1 A-2 A-3 B C 法人名 

①通信による出力制
御が可能な太陽光
PCS(住宅用、事業用) 

○ ○ 
オムロン、東芝、三洋電機、シャープ、三
菱電機、東光高岳、日新電機、富士電機 

②通信による出力制
御が可能な蓄電池用
PCS 

○ ○ 関電工、東光高岳 

③電圧調整機能付き
PCS 

○ ○ 東芝、富士電機 

④双方向通信機器 ○ ○ 

KDDI、NTTドコモ、三菱電機、パナソニッ
クシステムネットワークス、富士通、日本
電気、日立製作所、東芝、沖電気工業、
住友電気工業、日本アイ・ビー・エム 

⑤サイバーセキュリテ
ィ関連機器 

○ ○ NRIセキュアテクノロジーズ 

○要素技術と課題の関係 

要素技術 
課題 
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７．費用対効果 

 本事業は、双方向通信技術を活用したきめ細かな太陽光発電の出力制御の
実施を目指し、都市部や郊外などの地域環境、宅内・宅外といった設置場所な
ど様々なPCSの設置環境を想定した上で、電力系統と需要家を結ぶ種々の通
信手段を用いた実証試験を実施する必要がある。このため、複数の通信方式・
PCSの技術を保有した主要国内メーカが複数参加することで、様々な設置環境
を想定した各種試験を実施可能な体制とした。 
 また、上記異メーカに加え、太陽光発電の出力制御のニーズもとである国内全
電力会社が参加することで、機器開発から実証試験にわたり、異なる視点から
の幅広い意見を本事業に反映することができた。 
 さらに、電力・通信分野に深い知見のある有識者を含めた産学官が連携した
実施体制を構築することで、非常に効率的かつ実効的に事業を推進することが
できた。 
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８．前回中間評価の対応状況 
今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 
 

 
○産学官の様々な実施者によるオープン 

 イノベーションの促進、公的資金によ 

 る研究の成果は公共財であるとの認識 

 による成果・データに対するオープン 

 アクセスの提供などの実現を期待する｡ 

 

 

        

 
○産学官による本事業の体制において、引き 

 続き活発な議論を進めていく。 

 

○本事業における研究成果の共有化を実現す 

 るため、研究成果・データをまとめた報告 

 書の公表に対する検討に取り組んで行く。 

 

【対応状況】 
○全体会議・各種サブワーキンググループ等 
 を通じ、産学官による体制において活発な 
 議論を行うことで本事業を推進してきた。 
 
○本事業における研究成果の共有化を実現す 
 るため、報告書については原則公表する方 
 針としている。また、国内外の複数の関連 
 学会等において、これまでの本事業の成果 
 を公表してきた。 
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